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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】
　

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第54期

第２四半期
連結累計期間

第55期
第２四半期
連結累計期間

第54期

会計期間
自 平成28年５月21日
至 平成28年11月20日

自 平成29年５月21日
至 平成29年11月20日

自 平成28年５月21日
至 平成29年５月20日

売上高 （百万円） 165,090 171,693 335,914

経常利益 （百万円） 3,585 2,104 8,866

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（百万円） 2,105 3,393 1,014

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,165 3,395 1,076

純資産額 （百万円） 50,292 48,795 46,231

総資産額 （百万円） 145,149 151,200 155,678

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 40.64 66.66 19.75

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） ― 66.58 19.71

自己資本比率 （％） 34.5 32.2 29.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 9,637 △3,079 16,227

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △3,004 6,549 △5,217

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 1,148 △2,633 7,241

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 36,590 47,897 47,059

　

回次
第54期

第２四半期
連結会計期間

第55期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年８月21日
至 平成28年11月20日

自 平成29年８月21日
至 平成29年11月20日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 28.23 55.76

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 第54期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため、記載をしておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。なお、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。
　
（eコマース事業）

第１四半期連結会計期間において、株式会社チャームの発行済株式の全部を取得したことに伴い、同社を連結

の範囲に含めております。

（ロジスティクス事業）

当第２四半期連結会計期間において、当社子会社の株式会社エコ配が株式会社ecoプロパティーズを新設したこ

とに伴い、同社を連結の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成29年11月８日の取締役会において、下記の固定資産を東急不動産株式会社（以下、「東急不動産」）

が出資する特定目的会社（以下、「ＳＰＣ」）２社に譲渡することを決議いたしました。

（１）譲渡の理由

東急不動産より、下記のASKUL Logi PARK 首都圏とASKUL Logi PARK 福岡について、ＳＰＣを設立した上

で現状有姿で買い取り、火災により大きな損傷を受けたASKUL Logi PARK 首都圏については全棟解体・新築

した上で、両物流センターを当社が賃借する旨の提案を受けました。

当社としては取締役会で検討の上、

① 火災により大きな損傷を受けたASKUL Logi PARK 首都圏を修繕した場合、将来の瑕疵のリスクを否定で

きず、今回の提案はそれを払拭できること。

② ASKUL Logi PARK 首都圏を新築することによって、最新の防災設備の導入等を推進し、より安心安全な

物流センターの構築ができること。

③ 今回の火災を契機に「持たざる経営」へ回帰するとともに、当該２物件を含む物流施設のアセットマネ

ジメント事業を営む株式会社eco プロパティーズを連結子会社として新設することで、ロジスティクス

事業の黒字化および将来にわたって収益拡大が図られること。

以上の３つのメリットを認識し、東急不動産と協業し、安心安全で地域に貢献できる物流センターを共に

構築、運営していくことを決定いたしました。

（２）譲渡資産の内容、譲渡先の概要および損益への影響

資産の名称および所在地
譲渡価額
（百万円）

帳簿価額
（百万円）

損益への影響
（百万円）

譲渡先

名称：ASKUL Logi PARK 首都圏
所在地：埼玉県入間郡三芳町
　 上富1163
土地 敷地面積 約55,062㎡
建物 延床面積 約72,126㎡

9,800 13,481

固定資産売却損
3,681
および

火災損失引当金
戻入額6,846

三芳町プロパティーズ
特定目的会社

名称：ASKUL Logi PARK 福岡
所在地：福岡県福岡市東区
　 みなと香椎二丁目２番１
土地 敷地面積 約24,905㎡
建物 延床面積 約54,842㎡

10,600 6,133
固定資産売却益

4,466
香椎浜プロパティーズ

特定目的会社

なお、譲渡先と当社との間には、資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者として特筆すべき事項はあり

ません。

　

（３）譲渡の日程

取締役会決議日 平成29年11月８日

契約締結日 平成29年11月９日

物件引渡日（決済日） 平成29年11月20日
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社および連結子会社）が

判断したものであります。

（1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成29年５月21日から平成29年11月20日まで）におけるわが国経済は、雇用環境等

に引き続き改善が見られた一方、株価や為替の不安定な動向や、個人消費にも停滞感があるなど景気の回復は足踏

み状態が続いております。

当社グループは、翌年度（平成31年５月期）の業績Ｖ字回復を実現すべく、当連結会計年度（平成30年５月期）

を、「ASKUL Logi PARK首都圏（以下、「ALP首都圏」）」火災（平成29年２月16日に発生）から完全復活する基礎

固めの年と位置づけております。

平成30年５月期においては、商品出荷能力の回復およびさらなる効率化を目指しておりますが、平成29年10月に

本格稼働させた「ASKUL Value Center日高（以下、「AVC日高」）」は順調に稼働しており、「LOHACO」のサービス

レベルは概ね従前の状態にまで回復しております。また関西以西の基幹拠点となる「ASKUL Value Center関西（以

下、「AVC関西」）」は予定通り平成29年９月に稼働を開始し、平成30年２月の本格稼働に向けて着実に準備を進め

ております。

物流センターの本格稼働と取扱商品数のさらなる拡大と充実により、平成30年５月期下期の売上高成長トレンド

については、回復を見込んでおります。一方、物流センターの稼働開始に伴い一時費用が発生することや、物流セ

ンター立ち上げ時は出荷能力が低く、徐々に労働生産性が向上するため、本来の生産性に至るまでには多少時間を

要することから、稼働当初は物流変動費が高めとなることや賃借料の増加等により、営業利益は前連結会計年度比

で減益を見込んでおります。

また完全復活の一助とすべく、当第２四半期連結会計期間において、火災により大きな損傷を受けた「ALP首都

圏」については、東急不動産株式会社が出資する特定目的会社への売却を決定し、平成29年11月20日に譲渡いたし

ました。当社は今回の火災を契機に、当社の原点である「持たざる経営」へ回帰することを決め、「ASKUL Logi

PARK福岡（以下、「ALP福岡」）」も譲渡いたしました。なお、「ALP福岡」は譲渡後も賃借し、継続して安定稼働

しております。なお「ALP首都圏」は全棟解体・新築され、約２年後には最新の防災設備が導入された安心安全な物

流センターとなり、当社が全棟賃借し再スタートを切る予定であります。「ALP首都圏」および「ALP福岡」の譲渡

により、土地および建物等の売却損益等を計上したことで、当連結会計年度においても親会社株主に帰属する当期

純利益は前連結会計年度比で増益を見込んでおります。

このような状況の中、当第２四半期連結累計期間の業績については、通期計画に対し概ね順調に推移しました。

売上高は前年同期比4.0％の増収となりました。主力分野であるeコマース事業のＢtoＢ事業が前年同期比4.2％の

増収と順調に推移したことが寄与しました。一方ＢtoＣ事業は、主力事業の「LOHACO」において出荷量に制限があ

り販促等を抑制したこと、当第２四半期連結累計期間中は火災発生前に比べて取扱商品数が少なかったため減収と

なったものの、ペット・ガーデニング用品を専門に扱う株式会社チャームの買収・子会社化による売上高増が寄与

し、ＢtoＣ事業全体では0.7％の増収となりました。

売上総利益は、ＰＢ商品（注１）の拡大等により、ＢtoＢ事業とＢtoＣ事業ともに売上総利益率が上昇したこと

が寄与し増加いたしました。一方、販売費及び一般管理費は、「AVC日高」等の新設物流センターにおいて高度自動

化を支える物流設備等が完全導入の過程にある中で出荷業務を行っていたため、「ALP首都圏」並みの労働生産性に

は至っていないことから物流変動費が一時的に増加し、地代家賃等の固定費も上昇したため、営業利益は減益とな

りました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高1,716億93百万円（前年同期比4.0％増）、営業利益23億

９百万円（前年同期比36.6％減）、経常利益は21億４百万円（前年同期比41.3％減）となりました。親会社株主に

帰属する四半期純利益は、「ALP首都圏」および「ALP福岡」に係る土地および建物等の売却損益等を計上したこと

から、33億93百万円（前年同期比61.2％増）と増益となりました。
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セグメント別の業績につきましては、以下のとおりです。

＜eコマース事業＞

ＢtoＢ事業につきましては、新規のお客様数が着実に増加していることや、前期から引き続く取扱商材の拡大や

販促効果等が順調に寄与したことにより、売上高は前年同期と比較して増収となりました。商品の種類別でみると、

店舗等で頻繁にご利用される日用消耗品や消耗紙、オフィスでご利用される飲料等の生活用品が成長を牽引し、注

力分野であるＭＲＯ商材（注２）、医療・介護施設向け商材の売上高も拡大し、前年同期比で59億34百万円増収の

1,478億54百万円（前年同期比4.2％増）となりました。

ＢtoＣ事業（「LOHACO」と子会社である株式会社チャームの合計）につきましては、売上高が前年同期比で１億

50百万円増収の209億13百万円（前年同期比0.7％増）となりました。主力事業の「LOHACO」は火災の影響を受け前

年同期比で減収となっておりますが、「AVC日高」の本格稼働開始等により順調に回復してきており、取扱商品数に

ついても順次拡大するとともに、メーカー様と協業し、当社独自商品（暮らしになじむ商品等）の拡充にも注力し

ております。また、平成29年７月にペット・ガーデニング用品を専門に取り扱う株式会社チャームの子会社化が増

収に大きく寄与いたしました。サービス面においては、当社独自の配送サービスである「Happy On Time」に「置き

場所指定配送」「ダンボール回収」などの機能を追加導入し、お客様から高い評価をいただいております。これに

より、お客様の利便性と配送効率が同時に向上することから、他社との差別化に繋がるものと確信しており、順次

サービス対象エリアの拡大を検討しております。

また、ＢtoＣ事業の新たな収益源となるマーケットプレイス（注３）は、出店者が113ストアまで拡大しておりま

す。

以上の結果、両事業を合計したeコマース事業の売上高は1,687億67百万円（前年同期比3.7％増）となりました。

売上総利益は、オフィス生活用品やＭＲＯ商材等の増収等により、404億73百万円（前年同期比9.2％増）となりま

した。

販売費及び一般管理費は、出荷能力を補完するために一部物流センターで実施した24時間稼働等による業務委託

費の増加や、地代家賃等の固定費が増加し、前年同期比14.7％増加の380億０百万円となりました。売上高販管費比

率については、固定費等の増加により前年同期比2.1ポイント増加の22.5％となりましたが、「LOHACO」の売上高の

拡大と労働生産性の改善、コスト削減を始めとする経営体質強化活動（KAIZEN活動）等により、当連結会計年度末

に向けて売上高販管費比率は低下していくことを見込んでおります。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間のeコマース事業における営業利益は24億72百万円（前年同期比36.9％

減）となりました。

　

＜ロジスティクス事業＞

子会社である株式会社エコ配の売上高が増加しました。株式会社エコ配は営業損失を計上しておりますが、収益

性には改善傾向が見られており、引き続き、利益改善のため全力を挙げて配送事業の構造改革に取り組んでまいり

ます。

また、当第２四半期連結会計期間において株式会社エコ配が株式会社ecoプロパティーズを新規設立し、連結子会

社としております。株式会社ecoプロパティーズは不動産のアセットマネジメント事業を主力事業とする会社であ

り、当第２四半期連結会計期間においては、「ALP首都圏」、「ALP福岡」売却に関する不動産取引の仲介を行って

おります。これにより売上高が増加し、当第２四半期連結累計期間における営業利益の黒字化に大きく貢献いたし

ました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は32億６百万円（前年同期比51.4％増）、営業利益は４億46百万

円（前年同期は営業損失２億57百万円）となっております。

　

＜その他＞

子会社である嬬恋銘水株式会社の売上高が増加しました。前期に製造ラインを増設し販売も好調に推移したこと

により売上高は順調に拡大しております。また販路の拡大による生産量の拡大と稼働率上昇による生産性向上によ

り黒字を確保することが出来ました。

当第２四半期連結累計期間の売上高は４億66百万円（前年同期比18.4％増）、営業利益は12百万円（前年同期は

営業損失24百万円）となっております。
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（注１）Private Brandの頭文字をとった略称で、小売業者が独自に商品を開発し、他の製造業者に製造を依頼し、

小売業者が作ったブランドネームを冠したものを指します。

(注２) Maintenance, Repair and Operationsの頭文字をとった略称で、工場・建設現場等で使用される消耗品・

補修用品等の間接材全般を指します。

（注３）Webサイトを通じて買い手と売り手を結びつける市場のことで、当社が商品を販売するのではなく、売り場

を提供し出店者と消費者（ＢtoＣ)の取引を促す電子市場サービスを指します。

（2）資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間において、前述の通り、「ALP首都圏」および「ALP福岡」の土地、建物等を譲渡いた

しました。これによる財政状態に与える影響は以下の通りであります。

資産の部では、現金及び預金が206億０百万円増加、有形固定資産が197億26百万円減少、繰延税金資産が21億12

百万円減少いたしました。負債の部では、火災損失引当金が68億46百万円減少いたしました。

その他の財政状態の増減は以下の通りであります。

　

（資産の部）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は1,512億０百万円となり、前連結会計年度末と比べ44億78百万円

減少いたしました。主な増加要因は、「AVC関西」および「AVC日高」等に係る設備投資による支出があったもの

の、前述の「ALP首都圏」等の売却による収入があり現金及び預金が８億73百万円、受取手形及び売掛金が18億42

百万円、商品及び製品が24億０百万円増加したことであります。主な減少要因は、「AVC関西」等の設備投資によ

る増加に対し、「ALP首都圏」等の資産の減少により、有形固定資産が104億86百万円減少したことであります。

（負債の部）

当第２四半期連結会計期間末における負債は1,024億５百万円となり、前連結会計年度末と比べ70億41百万円減

少いたしました。主な増加要因は、支払手形及び買掛金が35億94百万円、短期借入金が10億58百万円、未払金が

11億１百万円増加したことであります。主な減少要因は、前連結会計年度末が金融機関休業日であった影響等に

より電子記録債務が43億77百万円減少し、「ALP首都圏」の譲渡等に伴い、火災損失引当金が79億59百万円減少し

たことであります。

（純資産の部）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は487億95百万円となり、前連結会計年度末と比べ25億63百万円増

加いたしました。主な増加要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上33億93百万円に対し、配当金の支

払９億16百万円等により、利益剰余金が24億41百万円増加したことであります。

以上の結果、自己資本比率は32.2％（前連結会計年度末は29.6％）となりました。
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（3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は478億97百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ８億37百万円増加いたしました。なお、当第２四半期連結累計期間における各キャ

ッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、30億79百万円（前年同期は、96億37百万円の獲得）となりました。これは税

金等調整前四半期純利益65億91百万円、固定資産の減損損失、減価償却費とソフトウエア償却費およびのれん償

却額の合計38億47百万円の増加要因に対し、未収入金の増加17億39百万円、仕入債務の減少15億81百万円、法人

税等の支払15億２百万円、火災損失引当金の減少79億59百万円の減少要因があったこと等によります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、65億49百万円（前年同期は、30億４百万円の使用）となりました。これは、

「ALP首都圏」等に係る有形固定資産の売却による収入206億０百万円の増加要因に対し、主に「AVC関西」等に係

る有形固定資産の取得による支出98億61百万円、ソフトウエアの取得による支出16億１百万円、差入保証金の差

入による支出20億49百万円の減少要因があったこと等によります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、26億33百万円（前年同期は、11億48百万円の獲得）となりました。これは借

入金の返済による支出14億85百万円、配当金の支払９億16百万円等の減少要因があったことによります。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（5）研究開発活動

該当事項はありません。

(6) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、以下の主要な設備を売却しております。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)

売却年月日
建物及び
構築物

土地
(面積㎡)

その他
有形

固定資産
合計

提出会社
ASKUL Logi PARK 首都圏
(埼玉県入間郡三芳町）

eコマース
事業

物流
センター

8,654
4,726

(55,062.47)
100 13,481

平成29年
11月20日

提出会社
ASKUL Logi PARK 福岡
(福岡県福岡市東区）

eコマース
事業

物流
センター

4,324
1,781

(24,905.06)
27 6,133

平成29年
11月20日
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 169,440,000

計 169,440,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年11月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年12月28日）

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 55,259,400 55,259,400
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 55,259,400 55,259,400 ― ―

（注） 提出日現在の発行数には、平成29年12月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行された株式数は含まれておりません。

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年９月30日
（注）

－ 55,259,400 － 21,189 △10,000 13,669

(注) 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。
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（6）【大株主の状況】

平成29年11月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

ヤフー株式会社 東京都千代田区紀尾井町１－３ 23,028 41.67

プラス株式会社 東京都港区虎ノ門４－１－28 5,935 10.74

MSIP CLIENT SECURITIES
（常任代理人 モルガン・スタンレーMUFG証券
株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,
LONDON E14 4QA, U.K.
（東京都千代田区大手町１－９－７
大手町フィナンシャルシティ サウス
タワー）

2,670 4.83

JPMC OPPENHEIMER JASDEC LENDING ACCOUNT
（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行）

6803 S.TUCSON WAY CENTENNIAL, CO
80112, U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２－７－１）

2,452 4.44

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 1,527 2.76

岩田 彰一郎 東京都港区 903 1.63

今泉 英久 東京都港区 796 1.44

今泉 忠久 東京都港区 790 1.43

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 710 1.29

OPPENHEIMER GLOBAL OPPORTUNITIES FUND
（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東京
支店）

6803 S TUCSON WAY, CENTENNIAL,
COLORADO, 80112 USA
（東京都新宿区新宿６－27－30）

600 1.09

計 ― 39,416 71.33

（注）１ 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数

は、1,485千株であります。

２ 上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、

710千株であります。

３ 上記のほか、自己株式が4,332千株あります。

４ 平成28年７月13日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、オッペンハイマーファンズ・イ

ンクが平成28年７月６日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四

半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

　 なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名または名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(％)

オッペンハイマーファ
ンズ・インク

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨー
ク、リバティー・ストリート225

2,818 5.10
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（7）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年11月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 4,332,400 ―
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 50,917,100 509,171 同上

単元未満株式 普通株式 9,900 ― 同上

発行済株式総数 55,259,400 ― ―

総株主の議決権 ― 509,171 ―

② 【自己株式等】

平成29年11月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

アスクル株式会社
東京都江東区豊洲
三丁目２番３号

4,332,400 ― 4,332,400 7.84

計 ― 4,332,400 ― 4,332,400 7.84

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年８月21日から平成

29年11月20日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年５月21日から平成29年11月20日まで）に係る四半期連結

財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
（平成29年５月20日）

当第２四半期連結会計期間
（平成29年11月20日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 47,059 47,933

受取手形及び売掛金 39,173 41,016

有価証券 ― 840

商品及び製品 11,276 13,677

原材料及び貯蔵品 191 380

未成工事支出金 96 73

未収入金 5,365 7,177

その他 2,195 2,258

貸倒引当金 △186 △26

流動資産合計 105,172 113,329

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 20,039 7,153

減価償却累計額 △4,293 △2,015

建物及び構築物（純額） 15,745 5,137

土地 6,543 65

リース資産 7,101 6,904

減価償却累計額 △2,038 △2,397

リース資産（純額） 5,063 4,507

その他 8,626 11,374

減価償却累計額 △5,169 △5,356

その他（純額） 3,457 6,018

建設仮勘定 747 5,342

有形固定資産合計 31,557 21,070

無形固定資産

ソフトウエア 4,430 4,871

ソフトウエア仮勘定 901 950

のれん 2,812 2,747

その他 11 25

無形固定資産合計 8,156 8,596

投資その他の資産

投資有価証券 2,499 247

繰延税金資産 3,790 1,472

その他 4,578 6,862

貸倒引当金 △77 △379

投資その他の資産合計 10,792 8,203

固定資産合計 50,506 37,870

資産合計 155,678 151,200
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(単位：百万円)

前連結会計年度
（平成29年５月20日）

当第２四半期連結会計期間
（平成29年11月20日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※ 40,330 43,925

電子記録債務 ※ 21,146 16,769

短期借入金 200 1,258

1年内返済予定の長期借入金 1,762 2,300

未払金 7,193 8,295

未払法人税等 1,709 703

未払消費税等 956 212

引当金 1,455 736

その他 1,742 1,785

流動負債合計 76,497 75,986

固定負債

長期借入金 16,201 15,714

リース債務 4,591 4,292

火災損失引当金 7,162 ―

引当金 ― 100

退職給付に係る負債 2,832 2,944

資産除去債務 1,470 2,223

その他 690 1,143

固定負債合計 32,949 26,418

負債合計 109,446 102,405

純資産の部

株主資本

資本金 21,189 21,189

資本剰余金 23,669 23,662

利益剰余金 18,555 20,997

自己株式 △17,299 △17,172

株主資本合計 46,114 48,677

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ損益 △2 △0

為替換算調整勘定 22 24

退職給付に係る調整累計額 △74 △61

その他の包括利益累計額合計 △54 △36

新株予約権 17 17

非支配株主持分 154 137

純資産合計 46,231 48,795

負債純資産合計 155,678 151,200
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年５月21日

　 至 平成28年11月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年５月21日

　 至 平成29年11月20日）

売上高 165,090 171,693

売上原価 127,909 130,955

売上総利益 37,181 40,738

販売費及び一般管理費 ※１ 33,539 ※１ 38,428

営業利益 3,641 2,309

営業外収益

受取利息 12 13

売電収入 31 18

その他 36 64

営業外収益合計 80 95

営業外費用

支払利息 63 50

休止固定資産減価償却費 ― 228

為替差損 28 ―

その他 44 21

営業外費用合計 136 300

経常利益 3,585 2,104

特別利益

固定資産売却益 ― 4,554

火災損失引当金戻入額 ― ※２ 6,846

その他 ― 13

特別利益合計 ― 11,414

特別損失

投資有価証券評価損 10 1,526

減損損失 ― ※３ 1,187

固定資産売却損 ― 3,682

固定資産除却損 12 219

店舗閉鎖損失引当金繰入額 8 ―

店舗閉鎖損失 8 ―

その他 4 311

特別損失合計 43 6,926

税金等調整前四半期純利益 3,541 6,591

法人税、住民税及び事業税 925 657

法人税等調整額 493 2,556

法人税等合計 1,419 3,214

四半期純利益 2,122 3,376

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

16 △16

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,105 3,393
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年５月21日

　 至 平成28年11月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年５月21日

　 至 平成29年11月20日）

四半期純利益 2,122 3,376

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 0 ―

繰延ヘッジ損益 36 2

為替換算調整勘定 △7 2

退職給付に係る調整額 12 13

その他の包括利益合計 42 18

四半期包括利益 2,165 3,395

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,149 3,411

非支配株主に係る四半期包括利益 15 △16
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年５月21日

　 至 平成28年11月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年５月21日

　 至 平成29年11月20日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,541 6,591

減価償却費 1,394 1,336

ソフトウエア償却費 816 900

減損損失 ― 1,187

長期前払費用償却額 44 84

のれん償却額 383 422

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 140

火災損失引当金の増減額（△は減少） ― △7,959

引当金の増減額（△は減少） △113 107

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 149 131

受取利息及び受取配当金 △12 △13

支払利息 63 50

固定資産売却益 ― △4,554

固定資産売却損 ― 3,682

固定資産除却損 12 218

投資有価証券評価損益（△は益） ― 1,526

売上債権の増減額（△は増加） △1,147 △1,120

たな卸資産の増減額（△は増加） △372 △1,404

未収入金の増減額（△は増加） △762 △1,739

仕入債務の増減額（△は減少） 8,094 △1,581

未払金の増減額（△は減少） △1,595 1,101

未払消費税等の増減額（△は減少） 948 △827

その他 249 177

小計 11,687 △1,539

利息及び配当金の受取額 12 13

利息の支払額 △63 △51

法人税等の支払額 △1,998 △1,502

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,637 △3,079

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,404 △9,861

有形固定資産の売却による収入 ― 20,600

ソフトウエアの取得による支出 △1,336 △1,601

長期前払費用の取得による支出 △70 △43

差入保証金の差入による支出 △43 △2,049

差入保証金の回収による収入 100 115

投資有価証券の取得による支出 △50 ―

投資有価証券の売却による収入 ― 13

事業譲受による支出 △94 ―

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

― △545

貸付けによる支出 △14 △36

貸付金の回収による収入 13 1

その他 △104 △43

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,004 6,549
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(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年５月21日

　 至 平成28年11月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年５月21日

　 至 平成29年11月20日）

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △365 △289

長期借入れによる収入 2,600 ―

長期借入金の返済による支出 △840 △1,195

リース債務の返済による支出 △418 △316

セール・アンド・リースバックによる収入 3,287 ―

新株予約権の発行による収入 1 0

自己株式の処分による収入 ― 84

自己株式の取得による支出 △2,182 ―

配当金の支払額 △934 △916

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,148 △2,633

現金及び現金同等物に係る換算差額 △17 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,763 837

現金及び現金同等物の期首残高 28,826 47,059

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 36,590 ※ 47,897
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間において、株式会社チャームの発行済株式の全部を取得したことに伴い、同社を連結

の範囲に含めております。また、当第２四半期連結会計期間において、当社子会社の株式会社エコ配が株式会社

ecoプロパティーズを新設したことに伴い、同社を連結の範囲に含めております。

　

(会計上の見積りの変更)

　火災事故により損壊した「ALP首都圏」の原状回復に係る支出に備えて火災損失引当金を計上しておりました

が、現状有姿にて「ALP首都圏」の土地・建物等を譲渡したことにより、原状回復の支出の必要が無くなったた

め、見積りの変更を行いました。これにより、当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益は6,846百

万円増加しています。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日または決済日をもって決済処理してお

ります。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形および電子記録債

務が、前連結会計年度末残高に含まれています。

前連結会計年度
(平成29年５月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年11月20日)

支払手形 33百万円 ―

電子記録債務 5,195 〃 ―

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年５月21日
至 平成28年11月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年５月21日
至 平成29年11月20日）

配送運賃 8,422百万円 9,710百万円

販売促進引当金繰入額 304 〃 280 〃

給与手当 5,975 〃 6,786 〃

賞与引当金繰入額 30 〃 6 〃

退職給付費用 184 〃 228 〃

貸倒引当金繰入額 6 〃 △12 〃

　

※２ 火災損失引当金戻入額の内容は次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間（自 平成29年５月21日 至 平成29年11月20日）

火災事故により損壊した「ALP首都圏」の原状回復に係る支出に備えて火災損失引当金を計上しておりました

が、現状有姿にて「ALP首都圏」の土地・建物等を譲渡したことにより、原状回復の支出の必要が無くなったた

め、火災損失引当金6,846百万円を火災損失引当金戻入額として特別利益に計上しております。
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※３ 減損損失の内容は次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間（自 平成29年５月21日 至 平成29年11月20日）

当第２四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 金額（百万円）

東京都港区
配送事業の事業用資産

（株式会社エコ配）

建物及び構築物

リース資産

有形固定資産「その他」

ソフトウエア

無形固定資産「その他」

9

0

8

13

0

―
配送事業

（株式会社エコ配）
のれん 1,154

当社グループは当社物流センターから商品を発送する事業については、物流センターごとに資産をグルーピン

グし、当社物流センターから商品を発送しない事業については、当該事業ごとにグルーピングしており、本社設

備等のその他の資産については、共用資産としております。

株式会社エコ配の配送事業（ロジスティクス事業セグメント）の事業用資産および同社の株式取得時に計上し

たのれんについては、株式取得時の事業計画と比して乖離があり、回収可能性の見込みが立たないことから、

1,187百万円を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は使用価値により算定しており、全て零として評価しております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年５月21日
至 平成28年11月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年５月21日
至 平成29年11月20日）

現金及び預金勘定 36,590百万円 47,933百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 ―〃 △36〃

現金及び現金同等物 36,590百万円 47,897百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年５月21日 至 平成28年11月20日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月３日
定時株主総会

普通株式 934 18 平成28年５月20日 平成28年８月４日 利益剰余金

　

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年12月14日
取締役会

普通株式 925 18 平成28年11月20日 平成29年１月23日 利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成28年10月５日開催の取締役会決議に基づき、自己株式504,700株の取得を行いました。この結果、当

第２四半期連結累計期間において自己株式が2,182百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が

15,261百万円となっております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年５月21日 至 平成29年11月20日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年８月３日
定時株主総会

普通株式 916 18 平成29年５月20日 平成29年８月４日 利益剰余金

　

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年12月15日
取締役会

普通株式 916 18 平成29年11月20日 平成30年１月22日 利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年５月21日 至 平成28年11月20日）

　報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

eコマース
事業

ロジスティク
ス事業

計

売上高

外部顧客への売上高 162,682 2,117 164,799 290 165,090 ― 165,090

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― 103 103 △103 ―

計 162,682 2,117 164,799 393 165,193 △103 165,090

セグメント利益
又は損失（△）

3,917 △257 3,660 △24 3,635 6 3,641

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、製造事業を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額６百万円は、セグメント間取引消去になります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年５月21日 至 平成29年11月20日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

eコマース
事業

ロジスティク
ス事業

計

売上高

外部顧客への売上高 168,767 2,588 171,355 337 171,693 ― 171,693

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 618 618 128 746 △746 ―

計 168,767 3,206 171,974 466 172,440 △746 171,693

セグメント利益 2,472 446 2,919 12 2,932 △622 2,309

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、製造事業を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△622百万円は、セグメント間取引消去になります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　(固定資産に係る重要な減損損失)

ロジスティクス事業セグメントにおいて、連結子会社である株式会社エコ配を取得した際に生じたのれんにつ

いて、個別財務諸表で関係会社株式評価損を計上したことにより、のれんの減損処理を行い、特別損失に計上し

ております。なお、減損損失の計上額は、株式会社エコ配の個別財務諸表で計上した固定資産の減損損失を含め、

当第２四半期連結累計期間において1,187百万円であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年５月21日
至 平成28年11月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年５月21日
至 平成29年11月20日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 40円64銭 66円66銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 2,105 3,393

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　 四半期純利益金額（百万円）

2,105 3,393

普通株式の期中平均株式数（千株） 51,813 50,912

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 66円58銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百万円） ― ―

普通株式増加数（千株） ― 63

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【その他】

平成29年12月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………916百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………18円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年１月22日

（注） 平成29年11月20日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年12月28日

アスクル株式会社

取締役会 御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 宍 戸 通 孝 印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 富 田 亮 平 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアスクル株式会

社の平成29年５月21日から平成30年５月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年８月21日から平

成29年11月20日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年５月21日から平成29年11月20日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アスクル株式会社及び連結子会社の平成29年11月20日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　
（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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